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序　　　　　文

サウジアラビア王国では、石油に依存した経済を脱却するために、雇用機会の拡大に結びつく

新しい産業の育成を模索している。その具体策の一つが、リアド技術短期大学電子工学科の拡充・

強化計画である。中堅専門技術者の養成が何よりも必要と考えたからである。そして、電子工学

科の 4コース（共通、工業電子・制御、コンピューター技術、通信技術）における専門技術教育の

改善について、我が国に協力を要請してきた。この背景には、これまで我が国が行ってきた工業

高校レベルの「電子技術学院プロジェクト協力」に対する、サウジアラビア王国側の高い評価があ

るものと思われる。

この要請に対し我が国は、1996年 9月と 12月に長期調査団、1997年 2月に実施協議調査団をそ

れぞれ派遣し、1997年 4月 1日から 4年間の予定で技術協力を開始した。

その後、プロジェクト開始から 1年の時点で計画打合せ調査団を、2年の時点で運営指導調査団

をそれぞれ派遣し、その都度、プロジェクトで生じている問題を明らかにし、計画の必要な見直

しを行い、プロジェクトの円滑な運営のための指導を行ってきた。また、2000年 3月には短期専

門家チームを派遣し、残り 1年間の活動目標を設定した。

今般、プロジェクト終了にあたり、4年間の活動全般を評価する目的で調査団を派遣した。この

報告書は、その調査結果を取りまとめたものである。

調査にご協力いただいた内外関係各機関の方々に、改めて深い謝意を表するとともに、今後、こ

の報告書が広く活用されることを願うものである。

平成 13年 2月

国際協力事業団

理事 泉　堅二郎



サウジアラビア

イラン

イエメン

オマーン

アラブ
首長国連邦

アラビア海

ペルシア湾

カスピ海

シリア

イラク
ヨルダン

トルコ

クウェート

エリトニア

サウジアラビア王国
リアド技術短期大学
電子工学技術教育改善計画
プロジェクトサイト

ソマリアエチオピア

紅
海

エ
ジ
プ
ト

地
中
海

ス
ー
ダ
ン

イ
ス
ラ
エ
ル

レ
バ
ノ
ン

カ
タ
ー
ル

トルクメニ
スタン

Tabuk

Ha'il
Hafar al Batin

Buraydah

Rlyadh

Mecca

Jiddah

Abha

Quizan

Bahran
Dhahrar

Ad Dammam
Al lubay

Medina

Yanbu al Bahr

N

0 300km

プロジェクトサイト図







評価調査結果要約表

国名：サウジアラビア王国

分野：技術教育（電子工学）

所轄部署：社会開発協力部社会開発協力第二課

（R／D）：1997年 4月 1日～2001年 3月 31日

協力機関 （延　長）：

（F／ U）：

（E／N）（無償）：

案件概要 案件名：リアド技術短期大学

電子工学技術教育改善計画

援助形態：プロジェクト方式技術協力

協力金額：6億 6,390万円

先方関係機関：技術教育職業訓練庁

リアド技術短期大学

我が方協力機関：文部省

国立高等専門学校協会

他の関連協力：

・協力の背景と概要

サウジアラビア王国（以下、「サウジアラビア」と記す）政府は、石油に依存した経済構造からの脱

却を図るために、外国人労働者を自国民に置き換えるサウジアラビア人化政策を進めており、中堅技

術者の育成を急務としている。

このような背景の下、リアド技術短期大学電子工学化において、専門技術教育のカリキュラムの

改善を図るべく、我が国に対して協力を要請した。

・ 協力内容

（上位目標）

サウジアラビアの電子工学分野において、適切な知識と技術をもった技術者の需要が満たされる。

（プロジェクト目標）

リアド技術短期大学において、改善された電子工学技術教育が提供できるようになる。

〈成　果〉

（1） カリキュラムが改善される。

（2） 教材が開発される。

（3） 実験・実習指導法が開発される。

（4） 教育機器が整備される。

（5） カウンターパート（C／ P）が整備される。

〈投　入〉（評価時点）

日本側：

長期専門家派遣 4名 機材供与 1億 9,200万円

短期専門家派遣 58名 ローカルコスト負担 0円

研修員受入れ 17名 その他 0円

相手国側：

C／ P配置 47名 機材購入 1,000万サウジリアル

土地・施設提供

担　当 氏　名 所　属

団 長 ／ 総 括： 松本　浩之 東京工業高等専門学校校長

運営／管理評価： 大森　晋爾 津山工業高等専門学校校長

教育／研究評価： 長尾　雅行 豊橋技術科学大学教授

計　画　評　価： 村瀬　憲昭 JICA社会開発協力部社会開発協力第二課

評　価　分　析： 高沢　正幸 株式会社レックスインターナショナル

2001年 1月 5日～ 1月 16日 評価種類：終了時評価

調査者

調査期間



1. 評価の目的

・これまで実施してきたプロジェクトの活動、運営及びC／Pへの技術移転状況につき、関係者間で情報の共

有を図り、分析を行う。

・評価 5項目の観点からプロジェクトの達成度を判定、評価する。

・評価結果に基づき、今後の本プロジェクトの展望についてサウジアラビア側実施機関と協議するとともに、

他のプロジェクトの形成、運営、評価などの参考となる教訓を導き出す。

2. 評価結果の要約

（1）実施の効率性

日本人専門家の能力については高い評価が得られたが、専門家の都合等により、リアド技術短期大学の試

験期間中や断食月（ラマダン）に派遣せざるを得なくなった短期専門家がおり、C／Pに対する技術指導の効

率性が損なわれる場合があった。しかし、プロジェクトの進行上の大きな妨げとはならなかった。供与機材

については、計画的に整備された。

（2）目標達成度

カリキュラムの改善、実験・実習指導法の開発、C／ Pの能力向上については、当初期待されていた成果

がおおむね確認された。教材開発については、教材の選定・改善が技術教育職業訓練庁（GOTEVOT）の選定

基準で実施されることとなり、リアド技術短期大学独自で教材を開発することは難しくなったが、実習用の

補助教材の作成が行われ、また、GOTEVOTからの依頼で教材改善を担当するC／ Pがいることから、ある

程度の成果が確認された。

以上のことから、プロジェクト目標はおおむね達成されたと判断される。

（3）効　果

C／ Pが教育者としてのレベル向上を志す努力を自発的に行うようになり、また、本邦研修参加者が他の

教員に研修内容を共有するのも多くみられた。GOTEVOTのカリキュラム改訂委員会にC／ Pが多数参加し

ており、プロジェクトの人材育成の成果は、リアド技術短期大学の外へも波及している様子がうかがわれた。

（4）計画の妥当性

本プロジェクトは、中堅技術者養成機関としてのリアド技術短期大学の能力向上に寄与し、サウジアラビ

ア政府の新規産業育成とサウジアラビア人化政策と合致するものである。

（5）自立発展性

リアド技術短期大学の施設・機材の充実度は教員の能力の高さ、GOTEVOTの財政的支援が継続して得ら

れることなどから、自立発展性は高いと考えられる。

3. 効果発現に貢献した要因

（1）我が方に起因する要因

プロジェクト目標を見据えた専門家の継続的な技術指導が実施されたこと。

（2）相手側に起因する要因

C／ Pの技術習得意欲が高く、また、GOTEVOTの財政的支援が得られたこと。

4. 問題点及び問題を惹起した要因

（1）我が方に起因する要因

短期専門家や専門家所属先の都合等により、やむを得ずリアド技術短期大学の試験期間中やラマダンに専

門家が派遣され、技術移転の効率性が損なわれたこと。

（2）相手側に起因する要因

リアド技術短期大学のC／ Pの人事異動が頻繁に起こり、技術移転の効率性が損なわれたこと。



5. 教　訓（新規案件、現在実施中の他の案件へのフィードバック）

電子工学技術のような先端技術分野は、比較的短期間に機材・仕様の更新が求められることも少なくない。

技術移転には最新の機材が望まれるので、技術の進歩が著しい機材などについては、選定・調達に関して十分

留意すべきであろう。

6. 提　言〔評価対象案件へのフィードバック（延長、フォローアップ協力の必要性等）〕

GOTEVOTは新たな短期大学を積極的に進めており、これら新短期大学の運営においては、本プロジェクト

の成果の活用が望まれる。リアド技術短期大学においては、電子工学技術のような先端技術分野は進歩が著し

いことから、C／ Pの能力維持・向上のための研修プログラムを用意することが望ましい。
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第 1章　終了時評価調査団の派遣

1－1 派遣の経緯と目的

サウジアラビア王国（以下、「サウジアラビア」と記す）では、石油に依存した経済構造からの脱

却を図るため、これまで発達してきた石油関連産業に加え、雇用機会の拡大に結びつく産業の育

成を計画している。こうした計画を進めるにあたっては、専門技術理論を理解し、実践的な技術

力を有している中堅技術者の育成が重要な解題となっている。このような背景から、サウジアラ

ビアはリアド技術短期大学の電子工学科を新設する計画を立てた。この計画の実施に際して、サ

ウジアラビアはこれまで我が国が行ってきた工業高校レベルの「電子技術学院」プロジェクトを高

く評価し、電子工学科の 4コース（共通、工業電子・制御、コンピューター技術、通信技術）にお

ける専門技術教育の改善について協力を要請してきた。

我が国は1996年 9月と 12月に長期調査団を派遣したうえで、1997年 2月に実施協議調査団を派

遣（3月 5日に討議議事録：R／Dに署名）し、同年4月 1日より 4年間の予定で技術協力を開始し

た。1998年 4月には計画打合せ調査団を派遣し、プロジェクト開始後 1年間の協力内容を確認す

るとともに、今後の活動計画について協議を行い、必要な指導を行った。

1999年 4月には運営指導調査団を派遣し、2年間のプロジェクト活動進捗状況を確認するととも

に、プロジェクトで生じている諸問題についての対応策を協議し、プロジェクト後半の活動計画

を取りまとめた。

また、2000年 3月末には、短期専門家チームを派遣し、以下の項目について、長期専門家及び

短期大学教官との間で協議し、結果を取りまとめた。

・短期大学電子工学科 4コースに対するこれまでの指導実績、改善状況の確認

・残り 1年間で各コースに求められる活動目標の設定

・各コースの活動目標達成に向けて必要な活動項目の設定

・各活動項目を担当する短期・長期専門家の明確化、カウンターパート（C／ P）研修内容、機

材内容の明確化

2001年 3月 31日の協力期間終了を控え、プロジェクトの活動実績、投入実績、計画達成度を調

査・確認し、評価 5項目の観点から評価を行うため、また、評価結果から日本側、サウジアラビ

ア側双方に対して必要な提言を行い、今後の類似案件に対する教訓を導き出すために終了時評価

調査団が派遣された。

調査項目については次のとおりである。
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（1）これまで実施してきたプロジェクトの活動、運営・管理状況、C／Pへの技術移転状況につ

いて、専門家、C／Pからのヒアリング等を通じて情報収集し、プロジェクト・デザイン・マ

トリックス（PDM）に基づくサウジアラビア側関係者との協議を通じて、情報の共有・分析を

行う。

（2）評価 5項目（目標達成度、効果、実施の効率性、計画の妥当性、自立発展性）の観点からプ

ロジェクトの達成度を判定・評価するとともに、成果及び目標達成を阻害した要因の分析を

行う。

（3）評価結果を踏まえ、今後の対応策に関する助言を行うとともに、他のプロジェクトの形成・

運営、評価等の参考となる教訓・提言を導き出す。

1－2 調査団の構成

担　当 氏　名 所　属

団長／総括 松本　浩之 東京工業高等専門学校校長

運営／管理評価 大森　晋爾 津山工業高等専門学校校長

教育／研究評価 長尾　雅行 豊橋技術科学大学教授

計画評価 村瀬　憲昭 JICA社会開発協力部社会開発協力第二課

評価分析 高沢　正幸 株式会社レックスインターナショナル

1－3 終了時評価の方法

1－ 3－ 1 終了時評価の情報源

本件は、JICA型プロジェクト・サイクル・マネージメント手法（JPCM）により、終了時評価

調査を実行する。評価調査実行に際して、まず以下の資料又は質問表／インタビュー調査から

情報を入手した。

（1）討議議事録（R／D）、PDM、その他プロジェクト開始前と期間中にサウジアラビア側と

日本側両者が合意したプロジェクト関係文書

（2）サウジアラビア側と日本側の投入記録とプロジェクトにおける活動状況

（3）本件プロジェクトに関係するC／P、日本人専門家、民間企業、現役学生、卒業生のイン

タビュー調査と質問票調査

（4）GOTEVOT、リアド技術短期大学、その他関係機関から発行された関係文書

以上の情報源から、PDMのプロジェクト要約（上位目標、プロジェクト目標、成果、投入）の

結果状況について調査し、この調査結果からPCM手法による評価 5項目の観点でプロジェクト

を観察した。

1－ 3－ 2 PCM手法による評価 5項目

PCM手法による評価 5項目とは、「効率性」、「目標達成度」、「効果」、「妥当性」、「自主発展
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性」のことをいい、それぞれの具体的な観点は以下のとおりである。

（1）効率性（Efficiency）

投入物の適性度、タイミング、費用、便益（投入と成果の関係）等の観点から、プロジェ

クトの投入によって成果が量、質ともにどれだけ効率的に達成されたか評価する。

（2）目標達成度（Effectiveness）

プロジェクト目標の達成度を評価するものであり、特にプロジェクトの成果がどの程度

プロジェクト目標の達成に貢献したかの観点が中心となる。

（3）効　果（Impact）

プロジェクトの実施によって対象社会に与えた影響を、計画当初予想されなかったもの

も含めて、プラス・マイナスの両面から評価する。

（4）妥当性（Relevance）

評価時においてのプロジェクトの目標が開発政策、受益者等のニーズに合致しているか

どうかを評価する。

（5）自立発展性（Sustainability）

協力が終了したあと、プロジェクトによって生じたプラスの効果が自立発展的に継続し

ているかどうかをプロジェクトの自立度を中心に評価するもので、制度面、組織面が中心

である。

1－ 3－ 3 PDMのプロジェクトの要約と評価 5項目との関係について

調査されたPDMの要約と評価 5項目は以下のように関連する。以下の関連関係を把握し、評

価調査を進めた。

表－ 1　PDMと評価 5項目の関係

評価 5項目
効率性 目標達成度 効　果 妥当性 自立発展性

PDM

上位目標

プロジェクト目標

成　果

投　入

「投入」がどれだ

け効果的に「成

果」に転換され

たか

「プロジェクト

目標」がどれだ

け達成されたか

プロジェクトを

実施した結果、

どのように正負

の 影 響 が 直 接

的・間接的に現

れたか

プロジェクトの

目標と上位目標

は、評価時にお

いても有効であ

るかどうか

協力終了後もプ

ロジェクト実施

による便益が持

続されるかどう

か。プロジェク

トはどの程度自

立しているか
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1－ 3－ 4 評価結果の提示

報告書の作成では、さきに述べた評価 5項目のそれぞれについてまとめ、これらを総合して

「結論」を導き出した。また、評価対象プロジェクトの今後のあり方について「提言」、さらに、

特に評価結果の高かった（低かった）評価項目から類似プロジェクトが参考にすべきと考えられ

る事柄を「教訓」として提示し、評価結果としてまとめた。

（評価結果の提示）

効率性
目標達成度
効　果
妥当性

自立発展性

結　論
提　言
教　訓

図－ 1　評価結果の構成
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第 2章　団長総括

2－1 技術教育協力内容の確認

（1）サウジアラビアは、できるだけ早く先進国の技術レベルに追いつくことが「サウダイゼー

ション」にとって重要であるとの認識が強い。

（2）技術教育職業訓練庁（GOTEVOT）は短期大学の技術教育の標準言語を英語と定めた。サウ

ジアラビア側で独自に教科書、参考書・実験指導書を作成する能力がまだ十分ではない。外

国の教科書、外国の設備を使って教育せざるを得ないが、外国の教科書をアラビア語に翻訳

して使うのは時間的効率が著しく悪い。

（3）期待される協力内容は先進的な理論ではなく、実用化をめざした先進技術の実践的技術教

育指導法である。

（4）（3）のために、特にサウジアラビア人実験・実習担当者に、供与機材を用いた学生への指導

法を移転し、そのための実験指導書作成能力向上に協力する。

2－2 技術教育協力要請背景の把握

（1）サウダイゼーション政策の根幹にあるのは、日本とは逆に多子化状態にある自国の若者に

職業機会を与えるということである。そのために産業を育成することが重要課題となってい

る。

（2）電子工業関連企業に関しては、部品は外国からの輸入に頼り、業務は組み立て・検査が主

である。これらの業務に携わる技術者を雇用外国人からサウジアラビア人に転換していく方

針が打ち出されている。

（3）サウジアラビア国籍の実践的中堅技術者を多数育成することが重要なポイントである。

（4）新しい 5か年計画で短期大学の定員増及び増設が計画されている。

（5）サウジアラビアには工学部をもつ大学、工科系大学もあり、卒業生は上級技術者として期

待されるが、上級技術者は少数でよい。大学学部卒業生は、実践的な作業・労働を伴う仕事

を敬遠する傾向にある。特に、サウジアラビアはこれまで労働を外国人労働者に頼っていた

ため、その傾向が顕著である。

2－3 日本側のプロジェクト運営方針及び短期専門家活動方針の確認

（1）プロジェクト前半

1）「慣れた専門家」による「少数精鋭主義」で技術教育協力の効率化を図った。

2） 短期専門家 6名を JICA国内委員会委員兼部会委員とし、繰り返し派遣した。
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3） 短期専門家の一部が調査団員を兼務した。

4） 短期専門家とサウジアラビアC／ Pとの個別分担方式による協議を基本とした。

5） 短期大学昇格プロジェクト当時に供与された機材の本プロジェクトへの引き継ぎについ

て調査することとなった。

（2）プロジェクト中間

運営指導調査団を派遣し、次の点を確認した。

1）「移転」ではなく、「支援」である。要請に基づく合意を基本方針とする。

2） 合意された目的とその達成のための方策は、サウジアラビア側が主体的に行う。日本側

はそれを支援する。

3） 主目的であるカリキュラム・シラバス改善はサウジアラビア側の組織・機構のなかで主

体的運営の下に行われる。日本側は要請に応じて支援する。

4） 前プロジェクトからの機材の引き継ぎについては、サウジアラビアの備品管理体制が明

確でなく、追跡調査が困難であるため、本プロジェクト供与機材に関してのみを対象と

した技術教育協力を原則とすることとした。

（3）プロジェクト後半

1） 現地日本チームのメンバーに交替があった（リーダーの交替、調整員の交替、長期専門家

の追加）。

2） 支援の中心である国専協の要望により、効率を少し犠牲にしても、「多様化」を旨として、

できるだけ多くの短期専門家を派遣することとした。

3） 短期専門家が得意分野について小セミナーを実施し、技術協力内容の多様化を図った。

4） 同時期に派遣される短期専門家がチームとして活動し、相互補完することとした。

5） 小セミナーは、日本・サウジアラビア教官間の意思の疎通を図ること及び技術の動向を

知ることができたことで好評であった。グループとグループとによる協議方式は、C／ P

の異動が頻繁であることから、技術協力内容の周知の点で効果的であった。

2－4 プロジェクトの成果・波及効果

2－ 4－ 1 短期大学標準カリキュラムの制定

短期大学の教育課程、カリキュラム・シラバス改善がGOTEVOTの指導により、全短期大学

を対象に行われた。

1） プロジェクト発足の 1997年に短期大学カリキュラムの改訂が行われている。

英語重点：教材の英文化、英語能力の向上
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基礎重点：数学、物理の強化（授業時間数の増加）

　　　　：専門科目の統合（参考文献の活用増など集中的学習が可能）

ただしこの時点では、全短期大学共通の標準プログラムはなかった。

2） 1999年 9月短期大学カリキュラムの標準カリキュラムが制定された。

インターンシップ導入：5学期制から 6学期制へ変更された。

カリキュラム・シラバス：電子工学科のカリキュラム・シラバス及び教科書・参考書の

標準化には、リアド技術短期大学委員からの提案が多く取り入れられた。プロジェクト

の大きな成果とみなせる。教科書はGOTEVOTで選定している。

共通（CMN）カリキュラム：専門カリキュラムに取り込み、発展的に解消された。

標準カリキュラム制定には、プロジェクトが寄与することが大きかった。

（1）プロジェクトの支援により、新しい知見と体験を得たC／ Pの一部がリアド代表として

特別委に参加し、中心的に短期大学標準カリキュラム改訂にかかわった。

（2）カリキュラム・シラバスの改訂は、GOTEVOTの承認を要する。全短期大学標準の教科

書・参考書（ともに英語）は指定されるが、これと同等程度以上のものであれば、各短期大

学で採用できることになっている。短期専門家は、講義担当者の求めに応じて多くの情報・

資料提供を行い、授業改善に貢献した。

（3）短期大学教官が自発的に開発すべきなのは、実験実習指導書である。短期専門家のC／P

への協力の中心は、実験実習の指導方法と指導書作成である。標準カリキュラムが改訂さ

れたばかりのため、実験実習指導書もそれに合わせてC／ Pが準備中である。

2－ 4－ 2 プロジェクト期間中のリアド技術短期大学の主要な改革

（1）短期大学標準カリキュラム施行に伴い、共通（CMN）コース（短期大学プロジェクト時代

に JICAチームが設置提案）を発展的に解消。

（2）通信技術コースの情報通信系短期大学への振り替え。

（3）コンピューター技術（CT）学科新設決定。

（4）リアド技術短期大学の土地・施設が拡張（現リアド技術短期大学前の敷地）された。これ

によって、電子工学科の施設に余裕が生まれ、設備充実及び入学生増に対応できる。

（5）産学連携の Learning Factory設立の構想がある。

2－5 卒業生に対する産業界からの期待

大学卒の技術者は理論やシステム的思考に強い。上級技術者は必要であるが、多くはいらない。

実践的中堅技術者が多数必要である。大学卒の技術者は、実践的経験が乏しく、自立するまで実
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地訓練（OJT）に多くの時間を要する。また、大学卒は自発的に実践的業務を希望する者は少ない。

技術に情熱と関心をもつ実践的中堅技術者育成機関としての技術短期大学の質・量の発展が強く

期待されている。技術短期大学卒は、ピンポイント的な目的志向の短期のOJTで、自律性の高い

実践的技術者に成長する可能性が極めて高い。

リアド技術短期大学電子工学科は、サウジアラビアの電子技術系実践教育の最高峰としてサウ

ジアラビア国内で評価されている。
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第 3章　計画達成度の把握

3－1 プロジェクトの投入実績

（1）サウジアラビア側の投入実績

1） プロジェクト運営体制

プロジェクト組織図として合同調整委員会（JCC）とプロジェクト関係者（日本側、サウジ

アラビア側）との関係図を下に示す。JCCは、プロジェクトの進捗状況を確認する調整役と

して機能した。プロジェクト期間中 JCCは年に 1度行われた。

チーフアドバイザーは政府（技術教育職業訓練庁：GOTEVOT）と短期大学関係者全般と、

調整員は主に短期大学関係者、専門家は主にC／ Pとかかわる体制が整えられた。

［日本側］

チーフアドバイザー

専門家

［サウジアラビア側］

（GOTEVOT）

（リアド技術短期大学）

副総裁

短期大学局長

短期大学学長（プロジェクト・ダイレクター）

副学長

電子工学学長

各コースのC／P
（CMN、IEC、CT、COM）

調整員

合同調整委員会

図－ 2　プロジェクト組織図

さらに、学科内レベルの管理体制（学科長以下）について以下の図に示す。コースごとに

主任（Head of Course）が配属され、更にその下に教官（Teacher）が配属する体制が整えられ

た。主任教官と教官は講義担当と実習担当に分類される。
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学科長（1名）

コース主任（IEC）

講義担当（1名） 実験担当（1名）

教官（IEC）

講義担当（2名） 実験担当（7名）

コース主任（CT）

講義担当（1名） 実験担当（1名）

教官（CT）

講義担当（5名） 実験担当（6名）

コース主任（COM）

講義担当（1名） 実験担当（1名）

教官（COM）

講義担当（3名） 実験担当（7名）

コース主任（CMN）

講義担当（1名） 実験担当（1名）

教官（CMN）

講義担当（1名） 実験担当（4名）

図－ 3　プロジェクト組織図（学科長以下）（終了時評価調査時の人員体制）

2） 予算の確保

予算は適切に確保された。予算確保の方法については以下のとおりである。リアド技術

短期大学を含めてすべての短期大学はGOTEVOTに予算案を申請し、GOTEVOTによる審査

を経て予算額が決定される（図－ 3参照）。

リアド技術短期大学、

国内の各短期大学

予算案申請

予算配賦

GOTEVOT

（審査）

図－ 4　予算確保の方法

3） C／ Pと事務職員の配置状況

a） C／ Pの配置状況

プロジェクト期間中に延べ 50名が係った（ミニッツのAnnex3参照）。終了評価調査時

の配置状況は以下のとおりである（カッコ内の人数はプロジェクト期間中に係った延べ数

を示す）。

① 学部長に 1名（4名）

② 共通コース（CMN）に 7名（7名）

③ 工業電子・制御（IEC）に 11名（13名）
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④ コンピューター技術（CT）に 13名（13名）

⑤ 通信技術（COM）に 12名（13名）

b） 事務職員の配置状況

事務職員については、プロジェクトに専属の職員は配置されなかった。学部内の他の

部署に所属する職員（学長秘書等）が必要に応じてプロジェクト活動を支援した。

4） 土地、建物、施設

プロジェクト活動に必要な施設として、日本側の専門家が活動するのにおおむね適切な

施設が提供された。専門家執務室、事務用機具等が与えられた。プロジェクト開始当初、専

門家用の国際電話は設備されず、不便な通信システム状況に置かれたが、その後のLAN整

備によって解決した。結果として、プロジェクト運営上大きな支障を来すことはなかった。

5） プロジェクト実行に必要な経費の負担

サウジアラビア側が負担した必要経費、供与物は以下のとおり確認された。ほぼR／D

で承認されたとおりに負担された。サウジアラビア側が負担した機材購入等の実績につい

て、終了時調査期間中に収集できなかった。

a） 日本人専門家の通勤用車両

b） 日本側が供与した機材以外にプロジェクト運営に必要な機材の供与、維持管理

c） 日本側の供与機材の輸送費、設置費、運転費、維持管理費

d） プロジェクトを実行するための運営経費

（2）日本側の投入実績

1） 専門家の派遣（ミニッツのAnnex4参照）

a） 長期専門家の派遣構成：チーフアドバイザー、電子工学分野の専門家、業務調整員

b） 短期専門家：プロジェクト期間中、年間12～ 21名の専門家が派遣された。各専門家の

派遣期間は 1～ 3週間程度であった。

2） 日本への研修員受入れ

日本で研修を受けたC／Pの総数は17名である。このうち6名が管理者レベル（学長、副

学長、学部長クラス）である。研修員には特定のテーマが与えられ、各工業高等専門学校が

研修員を受入れ、技術指導を担当した（ミニッツのAnnex5参照）。

3） 機材の供与（ミニッツのAnnex6参照）

機材はおおむね適切に利用された。使用頻度が高くない機材（Optical Fiber Experimental

System、Fiber Loss Tester、FFT. Analyzer、Optical Spectrum Analyzer 以上、週に 3～ 4時間

程度）もみられたが、これはプロジェクト運営に欠かせない機材であった。また、納入され

てない機材（PC Peripherals & Application, Lab View, Servo Lab, Electronic Measurement, PC
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Programming & Introduction Lab, Electronics Encyclopedia）もあったが、これらは直ちに納入

されることを確認した。

3－2 プロジェクトの活動実績

ここでは、各成果実現のための活動概要と日本側が特にサウジアラビア側へ影響を与えた特記

すべき活動について述べる。

（1）「成果 1：カリキュラムの改善」のための活動

① カリキュラム・シラバスを評価する

② カリキュラム・シラバスを改善する

カリキュラム・シラバスの改善は、前回の JICAプロジェクト（電子技術学院）で開発された

ものを基にして行われた。プロジェクト期間中の大々的な改訂（基本科目の学習強化、専門科

目を重視したコース編成、実習科目の強化）と、改訂の対象となった科目については次のとお

りである。

1） 基本科目（英語、数学、物理）の学習強化（1997年）

学生に対して電子工学分野の各コースへの理解をより深めるため、基本科目である数学、

物理の学習時間数を増やし、強化がなされた。英語学習強化の目的は、多くのテキストや

マニュアルは英語で記述されていることが多いことから、その理解力を高めさせるためで

ある。

表－ 2　新旧カリキュラムの比較表 1（基本科目の時間数）

旧カリキュラム 新カリキュラム

英語学習時間数 14 20

物理学習時間数 4 9

数学学習時間数 8 11

2） 専門科目の重視（1997年）

CMNコース自体を発展的に解消し、共通科目（CMN）の内容を各専門科目（IEC、CT、

COM）に分散させるなかで、各科目の専門性をより強化するための活動が実行された（図－

5参照）。
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旧カリキュラム（4コース）

CMN

IEC IEC

CT

COM

CT

COM

CMN

IEC

CT

COM

新カリキュラム（3コース）

図－ 5　専門科目を重視したコース編成への活動図

3） 実習科目の強化（1999年）

企業内実習（Cooperative Training）が取り入れられ、学生が卒業するために必要とされる受

講セメスター（セメスター当たりの期間は 6か月）数を 5から 6にし、実習系科目単位数を

増加させた。理論系科目単位数が減ったため、学生が取得すべき総単位数はほとんど変

わっていない。これらは、学生の実践的実力をより強化することが目的である。

表－ 3　新旧カリキュラムの比較表 2（セメスター数、必要単位数等）

旧カリキュラム 新カリキュラム

セメスター数 5 6

必要取得単位数 90 87

理論系科目単位数 56 49

実習系科目単位数 34 38

実習／理論 0.61 0.78

4） 新カリキュラムの科目と日本側の指導活動

プロジェクト期間中に各コースで改訂され、終了時評価調査時で確認された科目名

を表－4に示す（CMNコースの各科目は他の3コースに分散される。したがって、他の3コー

スにおける実際の科目数は表－ 4で示す科目数より多い）。日本側が改訂に係る技術指導を

し、サウジアラビア側が改訂業務を実行した。特に、Microcomputer（IEC）、Introduction to

Networking, Advanced Networking, Computer Components, Computer Peripherals（CT）、Microwave

Technics, Antenna and Wave Propaganda（COM）について活発にサウジアラビア側と協議した。

全般的には、技術の進展に伴ってシラバスの内容を更新することについて（特に IEC の

Electronics Device）注意を払うよう指導した。

ほかにサウジアラビア側に大きな影響を与えた特記すべき日本側の指導活動として、日

本の大手電話会社から派遣された短期専門家によるBasic Telephony and Switching Principles

（COM）にかかわるテクニカル・ガイダンスがあげられる。これは、実践に即したシラバス

の改善活動に大いに役立てられた。
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表－ 4　新カリキュラムの科目リスト（プロジェクト期間中の実績）

注）CMNコースの科目は、他の 3コース（IEC、CT、COM）へ発展的に分散される。したがって、これら 3コー

スの実際の科目数はこの表で紹介された数より多い。

（2）「成果 2：教材の開発」のための活動

① 各コースのテキストを改善する

② 参考図書を選定する

③ 教材を開発する

1） 活動概要

教材の選定はサウジアラビア側教員が担当し、上の表－ 4の科目に係る教材、実習用の

マニュアル、ガイドブック、参考書の選定を行った。選定はGOTEVOTの短期大学統一カ

リキュラム指針に従って行われた。GOTEVOTの指針に従いながらも専門家チームとリア

ド技術短期大学C／ Pによる独自の教材開発については、終了時評価調査時においても実

行中であることを確認した。開発にかかわる参考図書（日本やドイツの図書）が多くサウジ

アラビア側内部で意見が分かれて検討に要する時間がかかったため、独自の教材開発の完

了が予定よりも遅れることとなった。プロジェクト終了までには教材開発が完了する見込

みである。

科目名（CMNコース）

1 Pre-WS（Mech. &Elec. Skills）（普通高校卒への技能訓練）

2 Electrical Engineering

3 Electronics Devices

4 Electronics Circuits

5 Electrical & Electronics Measurements

6 Logical Circuits

7 Microcomputer

8 Introduction to Computer I（Windowsの使い方）

9 Introduction to Computer II（Office 97の使い方）

科目名（CTコース）

1 Introduction to Networking

2 Program Language I

3 Program Language II

4 Advanced Networking

5 Computer Components

6 Computer Peripherals

7 Internet

科目名（IECコース）

1 Basic Electronics（Workshop1）

2 Introduction to Control & Instrumentation

3 Power Electronics

4 Control System Analysis

5 Programmable Logic Controllers

6 Analogue & Digital Electronics（Workshop2）

7 Electronics Control Circuits & Systems（Workshop3）

科目名（COMコース）

1 Introduction to Communication System

2 Basic of Digital Communications

3 Electronics & Communication Workshop

4 Data Communications and Networks

5 Basic Telephony and Switching Principles

6 Introduction to Optical Fiber Communication

7 Antenna and Wave Propagation

8 Microwave Techniques
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2） 日本側の指導活動

日本側は、サウジアラビア側が適切に教材選定・開発ができるよう指導した。本件活動

で関与したのは表－ 4にあるすべての科目と同じである。このなかで、日本側の支援で特

にプロジェクトの成果達成に影響を与えた活動について紹介すると以下のとおりである。

a） Computer 関連科目（Microcomputers & Microprocessors：IECと COM、Microprocessor

Systems, Microprocessor & Interfacing：CT）におけるプログラミング用教科書やマニュア

ルの改正（英語翻訳を含む）

b） Control System Analysis（IEC）の教材一部の開発（実行中）（終了時評価調査期間現在）

c） Power Electronics（IEC）において、電子工学系雑誌（The Journal of the Institute of Japan）

から関連記事の提供（英語翻訳）

（3）「成果 3：実験・実習指導法の改善」のための活動

① 実験・実習教授法を改善する

② 実験・実習の評価手法を改善する

1） 活動概要

本プロジェクトでは、実験・実習指導法の改善（実験の手順、実験機材の選定・操作法）

にかかわる活動が実行され、教官の実験・実習教授法改善に影響を与えた。日本側が紹介

した以下の実験・実習指導内容について、特にサウジアラビア側は評価していることが明

らかになった。しかしながら一方で、日本側の指導内容がいまだにカリキュラムに十分反

映されているとはいいがたいのが現状である。その理由として、GOTEVOTで統一的に改

訂されたカリキュラムに基づいて実習が組まれているためである。指導内容をカリキュラ

ムに組み込むためには、更に時間を要すと考えられる。

2） 日本側の指導活動

日本側は、サウジアラビア側が実験・実習法の改善について検討できるよう適切に指導

した。本件活動で関与した科目については表－ 5のとおりである。このなかで日本側の支

援で特にプロジェクトの成果達成に影響を与えた活動を紹介すると以下のとおりである。

a） Micro Computer関連科目で扱うクロス・アセンブラーの使用方法（CMN）

b） Control System Analysisで扱う実験機器の使用の指導（IEC）

c） Data Communications and Networksで扱う LANの立ち上げ方法と関連実習（COM）

d） Data Communications and Networksで扱う EMI測定と Transmission Line & Antenneに関

する指導（COM）

e） Rader実験装置のデモンストレーションとその実験法の指導（COM）
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表－ 5　改善の対象となった科目と日本側の指導内容（プロジェクト期間中の実績）

（4）「成果 4：教育機器の整備」のための活動

① 適性機材を選定する

② 機材を利用した実験・実習法を指導する

科目名（CMNコース）

1 Electronics Devices

2 Electronics Circuits

3 Electrical & Electronics Measurements

4 Logical Circuits

5 Microcomputer

科目名（IECコース）

1 Basic Electronics（Workshop1）

2 Introduction to Control & Instrumentation

3 Power Electronics

4 Control System Analysis

5 Programmable Logic Controllers

6 Analogue & Digital Electronics（Workshop2）

7 Electronics Control Circuits & Systems（Workshop3）

科目名（CTコース）

1 Introduction to Networking

2 Advanced Networking

3 Computer Peripherals

4 Internet

科目名（COMコース）

1 Introduction to Communication System

2 Basic of Digital Communication

3 Data Communications and Networks

4 Basic Telephony and Switching Principles

5 Introduction to Optical Fiber Communication

6 Antenne and Wave Propagation

7 Microwave Techniques

日本側の指導内容

実習項目指導

実習項目指導・手法指導

コンピューター自動計測の指導

実習デモンストレーションの実施

クロスアセンブラー、マイクロコントローラーの使用に

かかわる指導、その他供与機材に関する指導

日本側の指導内容

実験項目と内容指導（整流回路）

Control System Iの実験指導、Transducersの実験指導

Power Electronicsの実験指導と資料提供

Control System IIの実験指導、Process Controlの実験指導

機材のマニュアル指導

実験項目と内容指導（整流回路、論理回路）、

Microprocessorの実験の進め方の指導

Process Controlの実験指導、Micro-controller（PIC）の指導、

その他、実験用機材の開発（終了時評価調査現在、実行

中）

日本側の指導内容

PC-UNIX（97）、Netware（98）を用いたインストール法の

指導

Linuxの紹介とインストール法の指導

ルーターの設定を含むネットワークデザインの指導（終

了時評価調査現在、予定中）

基本画像処理の指導

インターネットの基本概念、暗号化の討議、指導

日本側の指導内容

Modulation Boardを用いた実験（Analog）法の実験内容の

指導・改善

Modulation Boardを用いた実験（Digital）法の実験内容の

指導・改善

LAN systemの立ち上げ法と実験法の指導

機材を用いた実験指導

光学関連実験に関する講義、指導

実験装置 EMI Measurement 及び Transmission Line &

Antennaに関する指導

Radar実験装置のデモンストレーションと実験法の指導



- 17 -

1） 活動概要

日本側が機材の使用方法について適切に指導した。機材はプロジェクトを運営するうえ

で欠かせなかった。各科目に関係する供与機材、及び日本側が指導した内容について表－

6に示す。各機材は実験・実習時に毎回使用された。使用頻度の少ない機材として、COM

コースの光通信及び光ファイバー実験関連装置（Optical Fiber Experimenral System、Fiber Loss

Tester、Optical Spectrum Analyzer以上週 3～ 4時間程度の使用度）があげられるが、光実験・

実習を行うには不可欠であった。

2） 日本側の指導

機材に関する指導のなかで、日本側の支援でプロジェクトの成果達成に影響を与えた活

動を紹介すると、以下のとおりである。

a） Microcomputer関連機材の使い方の指導（CMN）。

b） PLDの応用実験の指導（IEC）。

c） LAN System実験装置の整備（COM）。

d） EMI Measurement及び Transmission Line & Antenna移行機材の立ち上げの指導（COM）。

e） Radar実験装置（移行機材）の立ち上げ指導（COM）。

表－ 6　各科目にかかわった供与機材リスト（プロジェクト期間中の実績）

科目名（CMNコース）

1 Electrical & Electronics Measurements

2 Logical Circuits

3 Microcomputer

4 Introduction to Computer I（Windowsの使い方）

5 Introduction to Computer II（Office 97の使い方）

科目名（IECコース）

1 Basic Electronics（Workshop1）

2 Introduction to Control & Instrumentation

3 Power Electronics

4 Control System Analysis

5 Programmable Logic Controllers

6 Analogue & Digital Electronics（Workshop2）

科目名（CTコース）

1 Introduction to Networking

2 Program Language I

3 Program Language II

4 Computer Components

5 Computer Peripherals

供与機材

PC Aided Electrical & Electronic Measurement Equipment

ADTEC System Science：ACT-DK1, ACT-DK2, ACT-DK3

Computer Trainers, Microcomputer Boards, Interrupt Boards,

Cross Assembler

Personal Computer, Printer

供与機材

Universal PLD, Programmer System, PLD Applications,

Storage Oscilloscope

Transducer Kits

Power Electronics Applications

MATLAB

PLC Training System, PLC Applications

Logic Circuit Board, Microprocessor Training System &

Interrupt Board

供与機材

PC, Hub, UTP cable

PC, Printer

Heathkit PC, CRT

Scanner, Printer, Multi-meter, Digitizer
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（5）「成果 5：C／ Pの訓練」のための活動

C／ Pは専門家からの技術指導を通じて能力向上に努めた。現場（リアド技術短期大学）及

び日本の各工業高等専門学校でも技術研修を受けることによって技術を習得した。表－ 7

に C／ P訓練で関与した科目（研修テーマ）を示すとおりである。

特記すべき研修は日本での技術研修である。日本国内の工業高等専門学校、大学、企業で

の研修を通じ、C／ Pに日本の工業高等専門学校教育における現状を理解してもらうのに役

立った。例えば、日本の学生が実施している実験・実習、課題研究の現状を見聞きし、それ

らがリアド技術短期大学の教育改善にかかわる検討に影響を与えた。工業高等専門学校とリ

アド技術短期大学のカリキュラム、実験・実習機材、教材等の比較検討をすることができた。

表－ 7　C／Pの訓練実施概要（科目別）

科目名（COMコース）

1 Introduction to Communication System

2 Basic of Digital Communications

3 Data Communications and Networks

4 Basic Telephony and Switching Principles

5 Introduction to Optical Fiber Communication

6 Antenne and Wave Propagation

7 Microwave Techniques

供与機材

Modulation Board System：Spectrum analyzer, Oscilloscope,

Power supply, Digital multi-meter

Programmable Synthesizer

Telephony System, PC, TV Trainer, Pattern Generator, Audio

SG Speaker

Optical Spectrum Analyzer, Optical Time Domain Reflect-

meter,その他、光通信及び光ファイバー実験装置

Wave Absorber, Spectrum Analyzer

科目名（CMNコース）

1 Electronics Devices

2 Electronics Circuits

3 Electrical & Electronics Measurements

4 Logical Circuits

5 Microcomputer

科目名（IECコース）

1 Basic Electronics（Workshop1）

2 Introduction to Control & Instrumentation

3 Power Electronics

4 Control System Analysis

5 Programmable Logic Controllers

6 Analogue & Digital Electronics（Workshop2）

7 Electronics Control Circuits & Systems（Workshop3）

訓練の実施概要

日本で実施（津山工業高等専門学校が 1名受入れ）

日本で実施（仙台電波工業高等専門学校が 1名受入れ）

リアド技術短期大学で実施（専門家延べ 2名が指導）

リアド技術短期大学で実施（専門家延べ 2名が指導）

日本で実施（仙台電波工業高等専門学校が 2名受入れ）

リアド技術短期大学で実施（専門家延べ 4名が指導）

訓練の実施概要

日本で実施（津山工業高等専門学校が 1名受入れ）

リアド技術短期大学で実施（専門家延べ 2名が指導）

リアド技術短期大学で実施（専門家延べ 2名が指導）

日本で実施（津山工業高等専門学校が 1名受入れ）

リアド技術短期大学で実施（専門家延べ 2名が指導）

リアド技術短期大学で実施（専門家延べ 2名が指導）

リアド技術短期大学で実施（専門家延べ 4名が指導）

リアド技術短期大学で実施（専門家延べ 3名が指導）
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3－3 成果の達成度

（1）成果 1：カリキュラムの改善

達成度：十分に達成した

カリキュラムの改善は、活動実績（基本科目の学習強化、専門科目を重視したコースの編

成、実習系科目の強化、各科目への改訂活動実績）で示されたとおり、活発に実行されたこと

が分かる。改善につき、サウジアラビア側と日本側との間で活発に討議がなされ、サウジア

ラビア側の積極的な態度に日本人専門家も適切に応えたことを確認した。その成果は、

GOTEVOTによるサウジアラビア全短期大学向け標準カリキュラム・シラバスの改善に大き

な影響を与えた。GOTEVOTでは短期大学レベルの電子工学教育におけるカリキュラム改善

のため、全国に 12校ある短期大学から教員を集めて委員会を形成し、改善のための検討を実

行しているが、これに関するリアド技術短期大学の貢献度をこの委員会の構成員の人数から

知ることができる。例えば、IECコースにおけるカリキュラム見直しにかかわる委員会の構

成員を見ると、5人中 3人がリアド技術短期大学出身者である（終了時評価調査時の実績）。し

たがって、活動の活発度に限らず、政府（GOTEVOT）へ与えた影響度から判断しても成果1の

達成度は十分に高いと考える。

（2）成果 2：教材の開発

達成度：ある程度達成した

日本側の指導の下で教材の選定・改善はなされたが、独自の教材開発までには至らなかっ

た。教材選定は当初は日本側の指導の下でサウジアラビア側でなされたが、その後、リアド

技術短期大学の大きな影響下において策定されたサウジアラビア全体にわたる短期大学用標

準カリキュラムに基づいたGOTEVOTの選定基準に沿って行われるようになり、短期大学独

自に教材開発を実施することが困難な状況になった。しかし、リアド技術短期大学ではこの

基準に沿いながらも独自性を備えた教材（日本やドイツの外国参考資料から情報を抽出した独

科目名（CTコース）

1 Introduction to Networking

2 Advanced Networking

3 Computer Peripherals

4 Internet

科目名（COMコース）

1 Introduction to Communication System

2 Basic of Digital Communication

3 Electronics & Communication Workshop

4 Introduction to Optical Fiber Communication

訓練の実施概要

日本で実施（視察型の研修者 1名）

日本で実施（熊本工業高等専門学校と仙台電波工業高等

専門学校が 1名受入れ）

日本で実施（仙台電波工業高等専門学校が 1名受入れ）

日本で実施（熊本工業高等専門学校が 1名受入れ）

訓練の実施概要

日本で実施（熊本工業高等専門学校が 1名受入れ）

日本で実施（木更津工業高等専門学校が 1名受入れ）

日本で実施（熊本工業高等専門学校が 1名受入れ）
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自性のある教材）の改善に努めていることは確認できた。

教材を選定して改善することについては達成されたが、リアド技術短期大学独自の教材開

発が終了時評価調査時に確認されなかったという理由で、成果 2の達成度は「ある程度」とし

た。プロジェクト終了までには、リアド技術短期大学独自の教材開発が完了し、予定されて

いる成果が得られる見込みである。

（3）成果 3：実験・実習指導法の改善

達成度：ある程度達成した

日本側の指導・助言の下、各実験・実習科目レベルで改善（実験方法、機材の選定・操作法）

はみられたが、終了時評価調査では、カリキュラム上において実験実習項目の追加・内容変

更が確認できなかったことから、成果 3にある程度達成したと見なした。サウジアラビア国

内における短期大学用標準化カリキュラムの作成に伴い、全短期大学が統一基準で実験・実

習を実施する必要が生じていることから、C／ Pの各実験・実習科目レベルでの改善の成果

は、今後実施される改訂に合わせて短期大学用標準化カリキュラムに反映されることとなろ

う。

（4）成果 4：教育機器の整備

達成度：達成した

教育機器の整備に関する成果につき、機材の使用度はおおむね高く、成果は達成したと考

える。

多くの機材は実験・実習時に毎回使用された。一部、使用頻度の低い機材（光学関連機材）

もみられたが、これは特定の実験・実習を行ううえで欠かせないものであり、リアド技術短

期大学がサウジアラビア国内で十分な電子工学教育を実施するために必要であったと考える。

機材納入までに時間がかかるものがあったが、プロジェクト進行上大きな妨げとはならな

かった。本件ではカリキュラム・シラバスの改善結果からも分かるとおり、実習系科目が強

化されているが、プロジェクト終了時においてこの改善カリキュラムに対応できない問題は

発生しておらず、納入タイミングも適正であったと考える。計画的で適正に機材が整備され

たといえる。以上から、成果 4は達成したと判断する。

（5）成果 5：C／ Pの訓練

達成度：達成した

C／ Pは、短期専門家によるリアド技術短期大学での現場指導や日本への派遣研修を通じ

て、適切に訓練を受けながら能力向上に努めた。特に、日本への派遣研修で日本の電子工学
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分野における工業高等専門学校教育の現状を観察し、それをサウジアラビアの短期大学教育

事情とカリキュラムや教授法について比較検討できる機会が得られたことは大きな成果で

あった。また、日本で観察した工業高等専門学校教育の現状がほかの研修を受けていない

C／Pにも伝わり、研修後の波及効果も高かったことを確認した。C／Pのなかにはこれをきっ

かけに日本へ留学を志す者も現れ、1名の留学が確定している。

このようにC／ Pは日本における研修を通じて、自発的に教育者としてのレベルの向上を

志そうとするきっかけを得ることができたといえる。よって、成果 5は適切に達成されたと

考える。
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第 4章　評価結果

4－1 評価5項目による評価

4－ 1－ 1 実施の効率性

効率性では、日本側とサウジアラビア側の各投入の活用状況を観察し、成果それぞれに対す

る達成度を検討する。検討後、投入がいかに成果に転換されたかという観点から各投入におけ

る効率性を調査する。

（1）日本側の投入の活用状況

1） 専門家派遣

長期・短期専門家ともに能力は適切であったが、C／Pより短期専門家の派遣時期と派

遣期間について指摘があった。派遣時期については、C／Pが集中して技術指導が受けら

れない時期（試験期間中、ラマダン期間中）に派遣されたことがあり、もっとサウジアラ

ビア側の状況に配慮して派遣の計画を立ててほしいと指摘を受けた。

短期専門家の派遣について、1～ 3週間の派遣期間では短いと指摘を受けた。サウジア

ラビア側から、もっと時間をかけて各専門家から技術の習得に努めたかったという意見

があった。

以上から短期専門家派遣につき、能力はおおむね評価されていたので、派遣時期と派

遣期間がより適切であれば、専門家からC／ Pへの技術移転は更に深く実行できたと考

えられる。派遣期間が延ばせない事情もあるが、適切な時期に派遣されればサウジアラ

ビア側も満足し、専門家投入の効率性も一層高くなったと考えられる。

2） 研修員受入れ

研修テーマ、研修派遣時期についておおむね評価された。研修員は、日本の工業高等

専門学校の教員から直接技術を取得できたことにとどまらず、リアド技術短期大学の学

生と同年代の日本の学生がどのような科目を受講し、どのように学習しているかという

学習状況について知ることができた。これにつき、例えば日本の工業高等専門学校で実

行されている課題（卒業）研究に関心が寄せられた。研修者からの評判は研修を受けてい

ないほかのC／ P（外国人籍の主任も含む）にも伝わり、彼らに影響を与え、教育者とし

て意識向上を図るきっかけを与えたことを確認した。サウジアラビア側から研修員受入

枠（実績数 17名）をもっと広げるよう要請を受けたことも確認した。

効率性につき、ほかの研修を受けていないC／ Pに対して意識向上のきっかけを与え

た影響は大きいと考える。投入に対する効果（効果／投入）の面から判断すれば、この投

入の効率性は高いと考える。
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3） 機材供与

機材の品目、質、供与時期ともおおむね評価された。活用状況も良好である。本件の

ように電子工学教育関連プロジェクトの運営を適切に実行するためには機材は欠かせな

いことを確認した。

効率性について検討すると、機材のなかには発注してから納入するまでに期間が長く

かかるものが確認され、さらに、これらの投入された機材のなかには技術の急速な進歩

により、仕様が変わってしまうものがあることが確認された。納入したときには旧仕様

となってしまうことがあり得るということである。結果としてプロジェクト進行には大

きな妨げとはならなかったが、技術移転には最新の機材が望まれるので、本件において

も少なからず効率性について影響を与えたと考えられる。技術の進歩が著しい機材につ

いて、選定・調達について十分留意すべきであろう。

（2）サウジアラビア側の投入の活用状況

1） プロジェクト運営体制の整備

日本側の支援体制（短期・長期専門家、調整員等）、サウジアラビア側の支援体制（リ

アド技術短期大学、関連政府機関等）、これら二者を調整する合同調整委員会はプロジェ

クト運営上基本的な投入であり、かつ不可欠な投入である。日本側専門家とサウジアラ

ビア側関係者の連絡状況はおおむね良好であり、プロジェクトの進行を大きく妨げる要

因は確認されなかった。

2） 予算の確保

1）と同様に基本的な投入である。政府（技術教育職業訓練庁：GOTEVOT）により、配分

された予算は確実に確保されており、プロジェクト運営面で支障を来すことはなかった。

なお、予算実績についてのデータは示されなかった。その理由は、予算は電子工学科

レベルで独立して配分されているわけではなく、GOTEVOTが全国の短期大学を総括し

て管理しており、各短期大学の学科ごとの独立した情報はないためである。

3） C／ P及び事務職員の配置

プロジェクト期間中に延べ50人（終了時評価調査時：44人）のC／Pがかかわった。各

コースへの配分〔CMN：7（7）、IEC：13（11）、CT：13（13）、COM：13（12）：（　）内は終

了時評価調査時の人数〕もほぼ適切であった。プロジェクト専属の事務職員については

R／Dで合意されたとおりには配置されなかったが、学内の他の部署に所属する事務職

員（例：学長秘書）が協力的に支援してくれた。

4） 土地、建物、施設

プロジェクト活動に必要な土地、建物、施設の規模につき、プロジェクト関係者が活
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動するうえでほぼ適切であった。全般的にはプロジェクトの進行上大きな妨げとなるほ

どのものではなかった。

5） プロジェクト実行に必要な経費の負担

サウジアラビア側は、R／Dで合意されたとおりに必要な経費（①日本人専門家の通勤

車両、②日本側が供与した機材以外にプロジェクト運営に必要な機材の供与・維持管理、

③日本側の供与機材の輸送費、設置費、運転費、維持管理費、④プロジェクトを実行す

るための運営経費）を負担した。投入の量、質、タイミングについてはほぼ適切であり、

プロジェクト進行の大きな妨げとなる要因を引き起こすことはなかった。

（3）投入から成果への効率性の検討

投入量と投入による各成果への効率性を検討する（表－ 8参照）。

表－ 8　投入から成果への効率性

主な投入

成　果 成果への効率性

成果 1

カリキュラムの改善

成果 2

教材の開発

成果 3

実験・実習指導法の改善

成果 4

教育機器の整備

日本側

No.1－ 1

No.1－ 1

No.1－ 1

1－ 2

1－ 3

No.1－ 1

1－ 3

サウジア

ラビア側

No.2－ 1

2－ 2

2－ 3

2－ 4

2－ 5

No.2－ 1

2－ 2

2－ 3

2－ 4

2－ 5

No.2－ 1

2－ 2

2－ 3

2－ 4

2－ 5

No.2－ 3

2－ 4

2－ 5

カリキュラム改善は、サウジアラビア側が日本側専門家の指

導・助言を基に実行した。基礎科目の学習強化、コースの改変、

実習系科目の強化、改善の対象となった科目など、多くの改善

が行われ、日本側の投入に対する改善実績成果（成果／日本側

の投入）を考慮すると効率性は高いと考えられる。

日本側の指導を受けつつ、GOTEVOTの指針に従いながら教材

選定をし、選定による教材改善は実行された。教材内容に関す

る専門家とC／ Pとの協議に時間を費やしたため、予定されて

いた独自の教材開発が、終了時評価調査時までに完了しなかっ

た。プロジェクト終了までには完了するとはいえ、成果達成時

期が予定より遅れ気味であり、成果 1と比較すれば、成果 2の

効率性はやや下がる。

専門家の紹介した指導法が参考にされ、各実験・実習科目レベ

ルで実験手順、実験装置の組み立て方・操作法について改善が

なされた。今後、実験実習の改善結果がカリキュラム上に反映

されることが期待される。

この成果への投入量について、専門家の指導とともに機材に強

く依存しており、最も多量と考えられる。この投入量に対する

成果達成度（成果達成度／投入量）から判断すると、成果3にお

ける効率性はやや低いと考える。

質、量、タイミングともおおむね良好であり、効率性は高いと

考えられる。適切な機材を整備することは、本件運営上最も重

要であった。納入に時間がかかる機材はあったが、プロジェク

ト運営上特に支障を来すことはなかった。また、本件ではカリ

キュラム改変で実習系科目の強化に重点が置かれたが、これに

係る機材の整備計画上、特に問題は確認されなかった。
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成果 5

C／ Pの訓練

サウジア

ラビア側

No.2－ 1

2－ 3

2－ 4

2－ 5

研修経験者に限らず研修を受けていないC／ Pにも教育者とし

ての意識向上しようとするきっかけを与えた効果は十分に高い

といえる。投入に対するこの効果（効果／投入）から判断すれ

ば、この成果の効率性は高いと考える。

主な投入

成　果 成果への効率性

注）投入No.

日本側：1－ 1　専門家の派遣 サウジアラビア側：2－ 1　プロジェクト運営体制

1－ 2　日本への研修員受入れ 2－ 2　予算配賦

1－ 3　供与機材 2－ 3　C／ Pと事務職員

2－ 4　土地、建物、施設

2－ 5　プロジェクト実行に必要な経費の負担

4－ 1－ 2 目標達成度

（1）各成果におけるプロジェクト目標達成への貢献度表

各成果のプロジェクト目標達成への貢献度について検討する（表－ 9参照）。

表－ 9　各成果におけるプロジェクト目標達成への貢献度

成　果

成果 1

カリキュラムの改善

成果 2

教材の開発

成果 3

実験・実習指導法の開発

成果 4

教育機器の整備

成果 5

C／ Pの訓練

プロジェクト目標「リアド技術短期大学において改善した電子工学技術教育を提供で

きるようにする」達成への貢献

成果達成レベルは、サウジアラビア国内の短期大学向け標準カリキュラム・シラバスの

改善にも影響を与えた。この影響は、サウジアラビアの国レベルにおける電子工学技術

教育を改善すううえでプロジェクト目標達成に大きく貢献したと考えることができる。

リアド技術短期大学は電子工学分野で地位を確立しているので、教育改善のために

標準機材を選定するだけにとどまらず、国レベルで電子工学教育に影響を与えるほ

どの教材を開発することだが、プロジェクト目標達成度をより高く上げるために必

要であると考える。専門家の指導の下、教材選定による教材改善が行われたが、

GOTEVOTの指針に沿いながらもリアド技術短期大学独自の教材開発はプロジェク

ト終了時までにおおむね完了する見込みである。教材開発が完了していない現時点

においては、貢献度はやや低いと判断する。

日本人専門家による技術指導の下で各実験・実習科目レベルでの指導法（実験手順、

実験機材の組み立て方・操作法）の改善がみられた。今後、専門家の指導を踏まえ、

サウジアラビア側主導で現在改訂中のカリキュラムに新たな実験・実習科目が追加

される予定である。サウジアラビア側には実験・実習指導法の改善・開発能力が備

わっており、プロジェクト目標への貢献度はおおむね高いと判断した。

プロジェクト目標へ大きく貢献した。電子工学教育関連のプロジェクトでは、機材は

実験・実習を適切で効率的に指導するうえで欠かせないことを確認し、この点からみ

てもプロジェクト目標への貢献度は高い。機材の質、量ともに大きな問題は発生せ

ず、効率よく使用されたことも確認した。また、本件プロジェクトでは実習系科目の

強化に重点が置かれたが、機材もこれに合わせて計画的に整備され、大きな問題は発

生しなかった。成果4は、プロジェクト目標達成に大きく貢献したと判断する。

C／Pに教育者としての意識向上の機会を与えた点では貢献度は高いと判断する。教

育者が自立的に能力向上を図ろうとする意識は、学生に対してより適切な技術教育

を提供するのに大きく貢献する。したがって、成果 5のプロジェクト目標への貢献度

は高いと判断する。

日本側

No.1－ 1

1－ 2
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（2）プロジェクト目標の達成度：各成果からの総合評価

成果のそれぞれの達成度（表－ 2参照）から、リアド技術短期大学の電子工学における技

術教育の向上度はある程度高いといえる。特に、成果（1）、（4）、（5）は学生に対して高水

準な電子工学技術教育を提供することに大きく貢献したと考える。

成果（2）につき、プロジェクト終了時において期待された達成レベルに完全に達してい

るとは確認できなかった。長期専門家に対して、残りのプロジェクト期間中はこれら成果

達成のための取り組みを重点的に行うよう求めた。プロジェクト期間終了までに適切に実

行されれば、成果（2）はおおむね達成されるものと思われる。

4－ 1－ 3 効　果

プロジェクトを実施した結果の効果につき、横断的視点（政策、技術、環境、文化・社会、制

度・組織、経済・財政面）からの効果、上位目標の達成度についてまとめる。また、その他の効

果についても検討する。

（1）横断的視点からの効果

横断的視点からの効果につき、政策面で効果が確認された。

1） 政策面

成果（1）の達成度から、本件プロジェクトは国レベルの短期大学向け標準カリキュラ

ムの策定に影響を与えている。GOTEVOTはカリキュラム・シラバスの改善を検討する

ために全国の短期大学（総数 12：終了時評価調査時現在）から教員を集めて委員会（任期

は3年）を構成し、改善の検討を実行している。IEC、CT、COMにかかわる改訂委員会の

委員数をみると、3コースの委員数の合計 15人のうち 5人が専門家のC／ Pとして技術

指導を受けており、全国の短期大学数（12）から判断するとリアド技術短期大学のC／ P

の割合は高いといえる（表－10参照）。このことから、リアド技術短期大学所属の教職員

がいかに貢献しているかが分かる。特に、工業電子・制御（IEC）コースにおけるカリキュ

ラム・シラバス改善に係る委員会では、全委員5人中3人がリアド技術短期大学の教職員

である。

表－ 10　カリキュラム・シラバス改正にかかわる委員会の構成

委員会名（コース） 委員数（A）
（A）のうちリアド技術

短期大学教員数

IEC 5 3

CT 5 1

COM 5 1

合　計 15 5
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（2）上位目標の達成度

成果のなかで完全な達成が確認されなかった教材開発、実験・実習の指導方法について、

現状のリアド技術短期大学の運営体制と教官の能力等から判断すれば、今後リアド技術短

期大学における上位目標に向けての貢献度は高いと思われる。また、リアド技術短期大学

で電子工学を学んだ卒業生の知識と技術レベルの高さについて受入企業は評価しており、

上位目標達成への期待はもてると考える。しかし、終了時評価時点ではっきりとこの達成

度を判定するのは難しい。より正確に判定するためには、卒業生の 5年か 10年後の活動状

況を観察してから判断する必要があると考える。

（3）その他インパクト

1） 受益者グループ（学生や卒業生）へのインパクト

学生への質問票の結果（サンプル数：15）から、教材の質については 15人中 6名、実験

機材の質は 15人中 5人、教員の質については 14人中 4人が十分に評価していないことを

確認した。その後の長期専門家との協議により、英語で書かれた教材や機材を完全に理

解することができないために授業に抵抗を感じ、過小に評価したと判断された。

2） 他のインパクト

電子工学分野に関連し、リアド技術短期大学の卒業生を受け入れている電子工学系企

業〔セメスター（6か月）ごとに12人の学生を受け入れている〕の人事担当者を訪問したと

ころ、リアド技術短期大学の学生の能力につき、彼らが講義や実験・実習で習得した知

識、身につけた技術のレベルの高さを評価していることを確認した。他の学生と比べ、リ

アド技術短期大学出身の学生の能力を相対的に高く評価しており、今後のリアド技術短

期大学の活動に期待を寄せていた。

さらに、この人事担当者はリアド技術短期大学の英語教育についても相対的に高く評

価していることを確認した。この担当者によれば、サウジアラビアでは最先端の技術に

関する情報は英語で伝わるので、一流の技術者になるためには十分な英語能力が欠かせ

ないことを指摘した。以上の証言を通じ、本件の上位目標を満たす技術者を養成するに

は十分な英語能力が必要とされることが確認された。

4－ 1－ 4 計画の妥当性

妥当性は、「プロジェクト目標」、「上位目標」が評価時においても目標として妥当であるか否

かについて検討をする。また、受益者（学生、技術者）のニーズに応えているか否かについても

検討する。
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（1）上位目標の妥当性

前述のある電子工学関連企業から、リアド技術短期大学が学生に適切な知識と技術をも

たせていること、卒業生のほとんどを高く評価していることを確認した。上位目標「サウジ

アラビアの電子工学分野における適切な知識と技術をもった技術者の需要を満たす」は、こ

の企業の証言から判断して妥当であり、リアド技術短期大学はいずれ上位目標に達成でき

ると考える。

（2）プロジェクト目標の妥当性

サウジアラビア政府の政策の一つである「石油関連産業に依存せず、その他の産業を推進

する」政策について、GOTEVOTの副総裁が終了時評価調査時でも強く支持していることを

確認した。したがって、本件プロジェクト目標「リアド技術短期大学において改善した電子

工学技術教育を提供できるようにする」は、サウジアラビアの政策・社会的状況から判断し

てリアド技術短期大学が適切に電子工学教育を学生に提供できる状態であり、妥当と考え

る。また、リアド技術短期大学はGOTEVOTによるカリキュラム・シラバス改善活動にも

影響を与えており、電子工学技術教育の改善活動に貢献していることが確認された。以上

から、本件のプロジェクト目標は妥当といえる。

（3）受益者グループ（学生、電子工学技術者）

終了時評価調査期間中、リアド技術短期大学の学生や電子工学技術者のための関連就職

先が適度に確保されていることを確認した。前述の企業人事担当者によれば、需要も増加

傾向にあり、彼らのニーズに応えているといえる。さらに、「サウダイゼーション」政策は

自国の電子工学関連学生や技術者が専門分野で仕事を確保し、技術を向上させる機会を増

やすための貢献をしている。また、前述の企業では「サウダイゼーション」政策を支持して

いることを確認した。したがって、受益者グループ（学生、電子工学技術者）に対しても妥

当と考える。

4－ 1－ 5 自立発展性

自立発展性では、プロジェクト期間終了後、被援助国の機関・組織がどれだけプロジェクト

のプラスの効果を維持することができるかを検討する。ここでは、組織的側面、財政的側面、技

術的側面から自立発展性を検討する。

（1）組織的側面

リアド技術短期大学は、電子工学分野におけるカリキュラム・シラバス改善において中

心的機能を果たしている。活動状況（CMNの発展的解消、英語科目の強化、企業研修の導
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入等）から判断して、積極的にカリキュラム・シラバス改善に取り組んでいることが確認さ

れた。さらに、このカリキュラム・シラバスの改善に関係した情報はGOTEVOTへ提供さ

れ、GOTEVOTの改善政策に大きく貢献していることを確認した。また、企業からもリアド

技術短期大学の今後の活動について期待されており、国内での地位は十分に確立したと考

えられる。

さらに、2001年 2月には通信技術コースの部門を情報通信系短期大学へ振り替える計画

を立てており、積極的に短期大学運営の改革に取り組んでいることが分かる。以上から、組

織的側面からの自立発展性は高いと考えられる。

（2）財政的側面

本件終了時評価調査時現在、サウジアラビア政府（GOTEVOT）の短期大学運営に関する

今後の計画から考えて、リアド技術短期大学自身が組織運営面で財政的自立を強いられる

ことは考えられない。GOTEVOTによる新規の5か年計画のなかでは短期大学の数を現在の

12から 20に増やす計画があり、GOTEVOTに短期大学教育強化への積極的な姿勢がみられ

る。この積極的な姿勢から判断して、財政的側面において特に問題はないと考える。

ただし、今後の機材調達につき、日本側がプロジェクトから退いたあとは、サウジアラ

ビア側が新規機材を調達しなければならなくなる。特にコンピューターや通信システム関

連機材は技術が急速に進歩するために、比較的短期間での機材更新が必要となる。サウジ

アラビア政府の財政状況が大きく変わらなければ、これらの機材更新は可能であると考え

る。

（3）技術的側面

1） C／ Pへの技術移転の達成度

C／ Pへの技術移転について、プロジェクト期間が終了するまでにほぼ完了すると考

えられる。彼らはプロジェクトを通じて十分な知識と技術を習得し、終了時評価調査時

に訪問したときでも能力向上に努めていることを確認した。

しかしプロジェクト終了後、急速に変化するコンピューターや通信システムに関連す

る技術への対応について、C／Pのなかには不安を抱く者がいた。サウジアラビア政府に

よる教員のための研修など、教員への支援策が必要であると思われる。

2） C／ Pの意欲、実行力

C／Pは意欲的に能力向上に努めており、上位目標・プロジェクト目標へ達成しようと

する意欲、実行力は高いと考える。日本での研修受入れの拡大を求めたこと、短期専門

家の派遣期間を延ばし、更なる技術指導を求めたこと、日本へ留学し、更に技術を向上
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しようとするC／Pが確認できたことなどから判断して、プロジェクト関係者の意欲、実

行力は高いといえる。したがって、C／Pの意欲・実行力について、自立発展性は高いと

考える。

3） 機材の完備

機材は完備し、国内でも有数の設備を備えたことを確認した。現状から判断して、完

備された機材で今後のプロジェクトの自立的運営が可能であると考える。

しかし、前述のとおりコンピューターや通信システム関連機材については、技術の急

速な進歩によって仕様が短期間で変わるため、次々と新仕様の機材に置き換えていく必

要性がある。これについて、サウジアラビア政府は財政的支援を継続させる必要がある

だろう。
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第 5章　結論・提言

（1）プロジェクト評価のまとめ

以下の各成果の達成状況から、プロジェクトはおおむね当初の目標を達成したと評価できる。

今回の調査にてプロジェクト目標がおおむね達成されたことが確認されたため、予定どおり

2001年 3月 31日をもって終了するのが妥当であると思われる。

カリキュラムの改善は技術教育職業訓練庁（GOTEVOT）主導で行われたが、C／ Pはカリキュ

ラム改訂のメンバーに選ばれ、重要な役割を担った。この結果、専門科目と実習科目の拡充が

図られ、基本科目である数学と物理の学習時間数も増加したほか、電子工学技術のテキストや

マニュアルに対応するため、英語学習の強化も行われた。

教材開発については、教材の選定・改善がGOTEVOTの選定基準で実施されることとなり、リ

アド技術短期大学が独自に教材を開発することは困難であったが、実習用の補助教材の作成は

行われた。また、C／ Pのなかには、GOTEVOTからの依頼で教材開発を担当するものも現れた

ことから、教材開発の成果はある程度達成したといえる。

実験実習指導法の開発に関しては、実験方法、機材の選定・操作法などの改善がみられ、あ

る程度の成果達成が確認された。カリキュラム上における項目の具体的な追加や内容変更につ

いては、GOTEVOTの指示で実施される全体カリキュラム改訂と並行して実施される予定であ

る。

C／ Pの訓練についても、彼らの能力向上に結びついたことが確認された。

（2）リアド技術短期大学の今後の運営、将来の技術教育プロジェクトの進め方に関する提言

今後のリアド技術短期大学の運営に関しては、施設・機材の充実度や、プロジェクト関係者

の意欲・実行力の高さなどから考えて、自立的運営は可能であろうと思われる。

GOTEVOTは、同短期大学の教育強化に積極的で、財政的支援を続ける方針であり、財政的側

面での不安要素も見あたらないといえる。プロジェクト終了後には、独自に新規機材を調達せ

ねばならないが、政府の財政的支援が大きく変動しない限り、機材更新への対応などは、十分

可能であろうと考えられる。

また、GOTEVOTは新たな短期大学設立を積極的に進めており、これら新短期大学の運営に

おいては、本プロジェクトの成果の活用が望まれる。リアド技術短期大学においては、電子工

学技術のような先端技術分野は進歩が著しいことから、C／ Pの能力維持・向上のための研修プ

ログラムを用意することが望ましい。

以下に将来の技術協力プロジェクトに関して、日本側、サウジアラビア側双方から出された
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提言を記す。

〈サウジアラビア側評価チームからの提言〉

1） 教科書・参考書について

・GOTEVOTのカリキュラム改訂委員会が標準教科書・参考書を推薦する。

・本プロジェクトのC／Pと専門家との協議結果は非常に有効であり、感謝されている。専

門家からの指導内容は、今後の教科書・参考書の作成に積極的に反映させていくべきだ

ろう。

2） 本邦研修について

・研修員の所属学科と受入学科が合意に基づく研修プログラムを策定すべきである。

3） 技術教育協力継続について

・今後、電子工学分野以外のリアド技術短期大学他学科に対する技術教育協力や、他の技

術短期大学への技術教育協力が行われることが期待される。

4） 産業振興協力について

・日本企業にて、サウジアラビア企業のサウジアラビア人従業員に対する研修が必要であ

る。また、サウジアラビアに実践的技術研修センターを設置し、技術短期大学等の教員

及び企業技術者に対して、即戦的な技術指導を行うことができるようにすることが重要

である。

〈日本側評価チームからの提言〉

・サウジアラビア側からの提言 3）、4）について、GOTEVOT、短期大学、企業から JICAの

協力継続について強い要望があった。これら要望は既にGOTEVOTから JICA事務所に寄

せられており、JICA事務所とGOTEVOTとの間で、引き続き協議が進められることを望

む。

・約20年にわたって JICAが行ってきたGOTEVOTに対する技術教育協力により、サウジア

ラビア側と日本側に強い信頼関係が構築されたことは大切にすべきである。

（3）他のプロジェクトへの教訓

電子工学技術のような先端技術分野は、比較的短期間に機材・仕様の更新が求められること

も少なくない。技術移転には最新の機材が望まれるので、技術の進歩が著しい機材などについ

ては、選定・調達に関して十分留意すべきであろう。
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（4）調査団所感

1）「移転」か「支援」か

プロジェクトスタート時点において、サウジアラビア側が日本に技術教育協力を求めた真

意について十分な理解があったとはいいがたく、日本側関係者の間にプロジェクトの位置づ

け、進め方について一部認識の不一致がみられた。特に、「移転」と「支援」の認識についての

合意が日本側専門家全体で必ずしも一致していなかった。サウジアラビア側は、日本の技術

教育システムそのものの移転よりは、技術短期大学にとって必要な日本の最新技術の支援を

求めていたように思われる。日本側としては、工業高等専門学校の教育システムの有効性に

ついて理解を求めつつも、サウジアラビア側の支援要望に応える姿勢が求められ、現地での

日本人専門家の指導において、苦労する面が多かったように思う。

2） C／ Pの人事異動対応

GOTEVOT及び短期大学C／Pの人事異動は多い。リアド技術短期大学学長は、企業経験者

を時限で短期大学教官として招くことを奨励している。そのため、日本側専門家と先方C／P

とが一対一では対応しきれない状況がみられた。先方C／ Pをグループ化して、技術指導を

受けさせるなどの工夫が必要であった。

3） 異文化理解の必要性

・短期大学の教官層

サウジアラビアはこれまで実務は外国人労働者に頼っていた。サウジアラビア人と外国人

でいろいろな面で壁がある。短期大学の教官グループには明確な役割分担がある。

a） 学校運営はサウジアラビア人教官

b） 予算のかからない授業は外国人教官

c） 施設・設備の管理運営を伴う実験・実習はサウジアラビア人教官

a）、b）の教官のレベルは極めて高い。

実践的技術教育法の指導は、日本人専門家と実験実習担当教官との間で行われることが多

かった。この構図は、プロジェクトの環境を理解するうえで非常に重要である。

・生活習慣について

リアド技術短期大学はイスラム教の戒律が厳しいサウジアラビアの首都にある。

a）「男女別権」の社会である。

女性のひとり歩きや運転は禁止されている。買い物には、男性が付き添う必要がある。

b） 1日に 5回のお祈りの時間がある。

時間の約束を守れるかどうかは、「アラーの思し召し」による。
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c） 仕事優先は通じない。

男性は「家庭優先、仕事第二」が当然とされる。

頼んだものが期日どおり届けられるのは幸運であり、「アラーの思し召し」とされる。

・伝統の継承について

異文化の導入については慎重である。

a） 信頼を得るには長い年月がかかる。

本プロジェクト関係者では、工業高等専門学校プロジェクト以来の大島氏、岩本リー

ダーは、サウジアラビア側と 20年来のつき合いがあり信頼は厚い。

b） これまで東南アジア諸国との技術教育協力の手法がそのままでは通用しないことのと

まどいを日本人専門家の多くが感じていた。

c） イスラム教の教義は、過去よりも未来志向である。改革への取り組みも熱心である。し

かし、イスラム教義に基づく社会的制約が強く、日常のプロジェクト運営の取り組み

の姿勢が日本人専門家にはなじめなかったところがあったようである。

4） Inputs、Outputsについて

日本側は投入先から結果がでてくることを期待しているが、サウジアラビア側は投入先か

らの情報を上位機構が吸い上げて、その成果を機構が管轄する単位組織全体に反映し、生か

すことを考えている。

サウジアラビア側は強い自立志向をもっている。本プロジェクトでリアド技術短期大学電

子工学科へのインプットに対して、GOTEVOTが全短期大学のカリキュラム・シラバス改善、

教科書・参考書改善として反映させている。

この見方を誤ると、プロジェクトの評価が適切性を欠くことになる。

5） 専門家派遣・研修員受入準備期間について

専門家派遣要望票、研修員受入要望票が国内委員会等に送付される時期が不定であった。

サウジアラビア側と日本側とで会計年度、予算執行の仕組みが違うために、両国間の他年度

にわたるプロジェクトの協議に難しい問題があるが、派遣専門家選出あるいは研修員受入機

関を決めるために 3か月、専門家の出張準備、研修員の研修プログラム作成のために 3か月、

合計半年ほどの時間的余裕が望まれる。
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1. 調査日程

派遣期間：2001年 1月 5日（金）～ 1月 16日（火）（12日間）

日順 月日 曜日 日　程 宿泊地

1 1月 5日 金 移動：成田～ 機中

（大森団員は関空発、長尾団員は名古屋発）

2 6日 土 移動：～リアド（LH628、20：45着） リアド

3 7日 日  9：00　JICAサウジアラビア事務所での打合せ 同上

10：00　技術教育職業訓練庁（GOTEVOT）副総裁表敬訪問

11：00　GOTEVOT短期大学局長表敬訪問

12：00　リアド技術短期大学訪問

4 8日 月  9：00　リアド技術短期大学での全体協議 同上

5 9日 火  8：30　専門家及び C／ Pとの個別協議 同上

13：00　電子技術教育開発センター訪問

6 10日 水  8：30　専門家及び C／ Pとの個別協議 同上

10：00　Advanced Electronics Company訪問

7 11日 木 ミニッツ作成 同上

8 12日 金 ミニッツ作成、団内打合せ 同上

9 13日 土  8：00　リアド技術短期大学関係者に対するミニッツ案説明 同上

10：00　GOTEVOT副総裁に対するミニッツ案説明

11：30　リアド技術短期大学でのミニッツ協議

13：30　調査団主催昼食会

10 14日 日 10：00　リアド技術短期大学新キャンパス見学 同上

14：00　ミニッツ署名、リアド技術短期大学主催昼食会

JICAサウジアラビア事務所長への報告

11 15日 月 移動：リアド～（SR273、2：30発） 機中

12 16日 火 移動：～成田

（大森団員は関空着、長尾団員は名古屋着）
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2. 主要面談者

（1）技術教育職業訓練庁（GOTEVOT）

Dr. Ali Ghafis Vice Governor

Dr. Saeed Al-Mallah General Supervisor of Colleges

（2）リアド技術短期大学

Dr. Ahmed M. Al-Eisa Dean

Dr. Khalid A. Al-Nafjan Head of Electronics Department

Dr. Abdul Rahman Aljadhai Ex-Director of Computer Center

Dr. Seddik Mohamed Khomisiyah Head of Industrial Electronics Control Technology Course

Dr. Zaki Bassyouni Nossair Head of Computer Technology Course

Dr. Mohamed Yahya Shalabi Head of Communication Technology Course

Dr. Mohamed Ali Ghazi Head of Common Subject Course

Dr. Ali S. Al-Anazi Coordinator

（3）JICAサウジアラビア事務所

永田　邦昭 所　長

石崎　雄久 所　員

（4）リアド技術短期大学電子工学技術教育改善計画長期専門家チーム

岩本　宗治 チーフアドバイザー

九門　五郎 業務調整

丹野　和夫 電子工学

下西　二郎 電子工学
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